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1．はじめに 

近年， 気候変動による極端現象の増加と災害の激

甚化が懸念されている．水害もその一つである． 

1)A-PLAT（気候変動適応情報プラットフォーム）

によると，名古屋市の年降水量は 2030 年から 2050

年にかけて最大で 1.3 倍になると予想されている．

今後は豪雨の強度や頻度が増加し，更に甚大な被害

が発生することが懸念される．そのため，想定される

被害から災害廃棄物量を推計し，廃棄物を処理する

までの過程を円滑に進めていく必要がある． 

他方，水害に伴う被害の増大で，災害廃棄物の発生

量も増加することが見込まれるが，地域の災害廃棄

物処理能力についてはまだ十分に検討されていない． 

2)水嶋他(2021)は，名古屋市を対象に水害による潜在

的な災害廃棄物の発生量とその処理能力を比較した

が，こうした研究はまだ限定的である． 

そこで，本研究では，2)水嶋他（2021）の研究を踏

まえ，対象地域を名古屋市から愛知県へ拡大し，水害

時に発生する災害廃棄物量を推定し，その廃棄物を

処理するまでの物質循環を定量的に表す事を目的と

する．本研究では建物データ及び災害廃棄物処理業

者名簿を用いて，愛知県内のストック量と廃棄物処

理施設の処理能力を推計する． 

 

2．研究手法 

2．1 原単位法によるストック量の推計 

愛知県内を対象に建築資材ストック量を式 1 を用

いて，1km メッシュで推計した． 

𝑠𝑡𝑜𝑐𝑘𝑖 = ∑𝑚∑𝑡∑𝑗𝐵𝐿𝐷𝑖，𝑗，𝑡
× 𝐶𝑜𝑒𝑓

𝑡，𝑚
（式 1） 

ただし，i，m，t，j はそれぞれ，メッシュ，物質，

建物用途，建物のインデックスを示し，BLD は延床

面積，Coef は延床面積あたりの建築資材投入原単位

をそれぞれ示す． 

推計には，建物データは，ZENRIN による住宅地

図データベース「Zmap-TOWNⅡ」を用い，資材投

入原単位は 3)東岸他（2008）の値を用いた． 

 

2．2 廃棄物処理能力の把握 

中間処理施設に着目し，4)愛知県及び 5)名古屋市の

ホームページの産業廃棄物処理業者名簿から，中間

処理施設の処理能力及び所在地のデータを用いて分

布を作成する．廃棄物処理施設の所在地及び処理能

力は愛知県と名古屋市が提供する産業廃棄物処理業

者名簿を用いた．また，処理能力の算出には 6)環境省

の産業廃棄物の換算係数を用いた． 

 

3．結果と考察 

愛知県内の建築資材ストック量を図 1，中間処理施

設の分布及び廃棄物処理能力を図 2 に示す． 

 

図 1-建築資材ストック量の分布
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図 2-中間処理施設の分布 

建築資材ストック量は名古屋市に集中している

（図 1）．愛知県内の建築資材ストック量が 708 百万

トンであるのに対し，名古屋市は 253 百万トンであ

るため，1/3 以上を占めている． 

他方，中間処理施設は全体で 1409 箇所あるが，そ

のうち名古屋市内に位置している施設は僅かで，東

海市や飛鳥村などの名古屋市周辺地域に密集してい

る（図 2）．また，静岡県や岐阜県に処理施設を持つ

廃棄物処理業者もあった．そのため，迅速に廃棄物を

処理するためには輸送環境の整備をする必要がある． 

処理能力に関する計算結果を表 1及び表 2に示す．

名古屋市の潜在的な災害廃棄物量に関しては浸水深

及び構造別の廃棄物発生量を考慮している 2)水嶋他

（2021）の研究の推計値を用いた． 

表 1-主な災害廃棄物の諸量 

 

表 2-廃棄物処処理に関する諸量 

 

表 1 より愛知県内の中間処理施設の分類別の処理

能力では，がれきが最も多く 1 日あたりの処理量が

104．6 千トンとなった． 

 また，2)水嶋他（2021）が推計した名古屋市で潜在

的に発生する建築資材の災害廃棄物を，愛知県に登

録されている中間処理業者の能力を全て使った時，

処理を完了するまでに 23．6 日を要する事が分かっ

た（表 2）．この時，7)愛知県より提供された令和元年

の一般廃棄物の総排出量を利用した． 

 

4．おわりに 

推定結果より建築資材ストック量は名古屋市に，

中間処理施設は名古屋市周辺に集中している事が分

かった． 

また，名古屋市で水害が発生した場合，廃棄物処理

に 24 日かかる事も明らかになった．しかし，これは

廃棄物の輸送が迅速に行われた場合の推計値である

ため，水害で被災地から中間処理施設までの道路が

被害を受けると，災害廃棄物の処理に大きな影響が

出ると考えられる． 

今後の課題として廃棄物量に関しては数値標高モ

デルや浸水深被害率等を用いて，水害による廃棄物

発生量を推計することが挙げられる． 

廃棄物処理については，がれきや汚泥等の分類別

に廃棄物処理能力を検討する事や，中間処理施設の

被害も考慮した処理能力を求める事が必要である． 
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分類 換算係数 処理能力（千トン/日）

汚泥 1.1 47.8

木くず 0.55 37.3

がれき類 1.48 104.6

ごみ発生量（千トン/日） 7.0

名古屋市の災害廃棄物量（千トン） 13400.0

処理能力（千トン/日） 574.1

処理日数（日） 23.6
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